
環境保全・気候変動への対応

ＴＣＦＤ・ＴＮＦＤ(注1）提言への対応

ガバナンス

当社は、「確かな安心を、いつまでも」という経営理念のもと、人々が安心して暮らせる地球環境を永続的に保全する
ことが人類共通の重要課題であると認識し、「環境保全・気候変動への対応」を事業者・機関投資家双方の立場から社会
的価値を創出する優先課題に位置づけ、持続可能な社会の実現に貢献することをめざしています。

現在、地球温暖化・気候変動や、自然資本（注2）・生物多様
性の喪失が、我々の経済・社会活動に影響を及ぼしはじめ
ており、これらへの対応が全世界で喫緊の課題となって
います。このため、当社は「環境保全・気候変動への対応」を
「優先課題（マテリアリティ）」に位置づけています。
環境保全への取組姿勢を定めた「環境方針」に基づき、

事業活動のあらゆる面において地球環境との調和に努め、
事業者・機関投資家双方の立場から取組みを強化して

います。
また、取組みにあたっては、国際的な基準に沿った適切な

情報の開示が必要不可欠と認識しており、2019年1月に
TCFDに賛同 (2023年11月に解散し、IFRSに移管 )、
2023年6月にTNFDフォーラムに参画し、同年11月には
TNFDに沿った開示を行なうことを宣言する「TNFD 
Adopter」として登録したうえで、これらの枠組みに沿った
情報開示の充実に努めています。

環境保全・気候変動への対応をはじめ、持続可能な社
会づくりに貢献する取組みを強化するため、「サステイナ
ビリティ経営推進」を担当する執行役を置くとともに、「サ
ステイナビリティ経営推進部長」を配置しています。また、
経営会議の諮問機関として「サステイナビリティ経営検討
委員会」や、その傘下に「環境保全・気候変動対応検討小
委員会」を設置しています。サステイナビリティ経営検討
委員会では、サステイナビリティ経営推進を担当する執行
役が委員長を務め、気候変動にかかる戦略、リスク管理、
指標・目標、移行計画等をはじめ、サステイナビリティ経
営にかかる取組方針の検討を行なうとともに、取組状況の
モニタリングを行ない、経営会議・取締役会に報告する
こととしています。資産運用においては、2024年度より、
責任投資推進体制の強化を目的に「責任投資推進部長」を
配置し、ESGの観点をはじめとする社会課題の解決、持
続可能な社会の実現に貢献するための基本的な考え方に
基づき、責任投資を推進しています。

（注1）Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）
Task Force on Nature-related Financial Disclosures（自然関連財務情報開示タスクフォース）

（注2）森林、土壌、水、大気、生物資源など、自然によって形成される資本

気候変動に伴うリスクを統合リスク管理の枠組みの一つ
である「重要リスク」として特定のうえ、定性面と定量面
の両方において、モニタリング態勢を強化しています。
　リスク管理全体統括部署が関連部署と連携しながら、
気候変動によるリスク・機会の特定・評価、国内外の規制

動向や当社の取組状況等のモニタリングを行ない、評価・
検証を実施しています。その結果については、経営会議
およびその諮問機関であるリスク管理検証委員会に定期
的に報告し予兆の把握や適切な対応に努めています。

リスク管理

環境保全・気候変動対応検討小委員会

取締役会

経営会議

主宰者：代表執行役社長

サステイナビリティ経営検討委員会

報告諮問

幹事：サステイナビリティ経営推進部長

委員長：サステイナビリティ経営推進担当執行役

経営基盤拡充戦略 サステイナビリティ経営の推進　環境保全・気候変動への対応(ＴＣＦＤ・ＴＮＦＤ）
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戦略

● 気候変動・自然関連のリスクと機会

気候変動・自然に関して、下表のようなリスクと機会を
認識しております。なお、気候変動のリスクと機会について
は次ページのように事業者・機関投資家の双方の観点か
ら、シナリオ分析を実施しています。
気候変動と自然資本・生物多様性は密接に関連している

ことから、TNFDは、気候・自然に関する統合的な開示を
進めることを奨励しており、これをふまえ、気候変動リスク・
機会と自然関連リスク・機会を統合したかたちで整理し
ています。

リスクと機会 事業活動への主な影響
時間軸
（注3） 影響度● 気候変動関連（自然関連と共通するものを含む）

● 自然関連 ■ 事業者　■ 機関投資家

物
理
的
リ
ス
ク

急
性

● 世界的な気温上昇や海水面の上昇等に伴い、
風水害（台風や高潮、集中豪雨等）が激甚化・
頻発化

■ 職員・営業職員、店舗・ITシステム、交通イン
フラ等の被災に伴い、被災地域で事業を一時的
に休止

■ 保有不動産の損害保険料が上昇
■ 投融資先企業の被災やサプライチェーンの寸断に
伴い、当社が保有する株式・社債・貸付金等の
価値が毀損

中期～
長期

中～小

慢
性

● 熱中症の増加や熱帯性の感染症（マラリアやデ
ング熱等）が流行

● 大気汚染の深刻化や有害物質を含んだ食品摂
取による健康被害、および生物多様性喪失に
伴う新興感染症の流行

● 干ばつ等に伴う農業生産力の低下、水質汚濁
や海洋生物の多様性喪失等に伴う水産資源の
減少等により、食品価格が高騰

■ 被保険者の死亡・入院等の増加に伴い保険金・
給付金の支払いが増加

■ 気候変動・自然破壊の継続的な影響による災害
の頻発化により、投融資先企業の事業継続が困
難となり、当社が保有する株式・社債・貸付金等
の価値が毀損

移
行
リ
ス
ク

政
策

● CO₂排出に関する規制の強化や化石燃料賦課
金・特定事業者負担金等のコストが増加

■ 当社が保有する不動産・社用車等のCO₂排出量
を削減するためのコストが増加

■ 投融資先企業の業績悪化により、当社が保有する
株式の株価下落、社債のデフォルト、貸付金の回
収不能が増加

短期～
中期

大～中

技
術

● CO₂排出量の多い企業の業績が悪化（代替製
品に需要がシフト、CO₂排出量の少ない新設
備導入に伴うコスト増加）

市
場

● 自然資本（森林、土壌、水、大気、生物等）に大
きく依存している企業の環境保全のコスト増
加による業績悪化

評
判

● 気候変動リスク/自然資本保全への対応が不
十分な企業の社会的評価が低下

機
会

● 風水害や熱中症、感染症等に対する、お客さま
の予防意識や治療等に対する経済的なニーズ
の高まり

● 環境技術（低炭素化技術）や再生可能エネル
ギー・蓄電池等の新技術の開発・導入が進展

● 消費者の環境・自然保護に向けた行動や商品・
サービス選好の変化

● 水・海洋資源、森・土地資源等の保全・改良
に資する投資や新技術の開発・導入が進展

■ 新しい保険商品や金融サービスの開発拡大
■ 気候変動対策や自然環境保護に積極的に取り組
むことによって、当社の社会的評価が向上

■ 脱炭素化や自然環境保護に貢献する研究開発、
設備投資が増加し、これらの企業・プロジェクトに
対する当社の投融資機会が増大

■ 新たな医療技術開発、設備投資に対する投融資
機会拡大

■ 環境性能の優れた当社オフィスビルへの需要増加

短期～
中期

中～小

（注3）短期：今後2～ 3年以内に顕在化する可能性が高いリスク、中期：2030年頃までに顕在化、または本格化する可能性が高いリスク、長期：2030年以降に本格化する可能性
があるリスク

気候変動・自然に関するリスクと機会
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気候変動に関するリスクをより詳細に把握するため、事業者としては死亡保険金・入院給付金支払額への影響、機関投
資家としては投資ポートフォリオへの影響について、シナリオ分析を行なっています。シナリオ分析とは、異なる気候変動
シナリオを用いて、気候変動が将来において企業にどのような影響を及ぼすのかを分析することを指します。

事業者としては、気候変動による影響のうち比較的
蓋然性が高い、「気温上昇による死亡保険金・入院給付金の
支払増加」について分析を実施いたしました。
気温が上昇すると暑熱による死亡リスクが高まるため、

平均気温が2℃上昇した場合は死亡保険金支払額が10億円
程度、4℃上昇した場合は39億円程度増加する結果と
なりました。また、入院給付金についても、気温が上昇
すると熱中症などによる入院が増加するため、 2℃上昇した
場合は入院給付金支払額が0.2億円程度、4℃上昇した

場合は0.8億円程度増加する結果となりました。いずれも、
当社の支払実績をふまえると、現時点においては当社の
財務面への影響は限定的であることを確認しました。
ただし、気温上昇による死亡保険金・入院給付金支払額

への影響を分析する手法については、国際的にも発展途上
であり確立されたものはないため、国際的な動向の把握や
国内外の研究機関・専門職団体等との連携を図ることに
より、引き続き調査・分析を進めてまいります。

●（図１）気温上昇シナリオ別　
投資ポートフォリオへの影響度
（リスク量/当社保有残高）

●（図2）国内株式・社債の業種別　
投資ポートフォリオへの影響度【1.5℃シナリオの場合】

　（移行リスク＋物理的リスク＋技術的機会）

死亡保険金・入院給付金支払額への影響

機関投資家としては、MSCI社の「CVaR」を導入し気候
変動に伴う投資ポートフォリオへの影響を定量評価してい
ます。(国内株式・内外社債）
投資先企業の気候変動に伴う潜在的な財務インパクトを

試算・分析し、想定される影響は実質純資産の範囲で
吸収可能な水準と認識しています。投資ポートフォリオ
への影響分析はまだ発展途上の段階であり、引き続き調査・
分析を進めてまいります。
1.5℃シナリオ（産業革命前からの気温上昇）では移行リ

スクが大きく、3.0℃シナリオでは異常気象が増加し、物理

的リスクが大きくなります。
このように移行リスクと物理的リスクはトレードオフの

関係にあります（図1）。1.5℃シナリオでは低炭素化を推
進するための技術的機会も大きくなります。
また、国内企業について、業種別に投資ポートフォリオ

への影響度を分析したところ、エネルギーや輸送用機器な
ど、化石燃料を多く消費する産業で影響が大きくなると試
算されました（図2）。当社ではこのような試算結果を投資
先企業との建設的な対話に活用しています。

投資ポートフォリオへの影響

▲20.0%

▲15.0%

▲10.0%

▲5.0%

＋0.0%

＋5.0%

＋10.0%

■1.5℃ ■2.0℃ ■3.0℃

物理的リスク 移行リスク 技術的機会

輸
送
用
機
器
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ネ
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ー

小
売
・
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売

素
材
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輸

食
品
・
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・
不
動
産

そ
の
他

電
機
・
精
密
・
機
械

金
融

影響度

小

大

（出所）MSCI社「CVaR」を活用して試算
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自然に関連するリスク分析においては、試行的な取組
みとして、当社のポートフォリオ（国内株式）について、
TNFDで使用が推奨される自然関連リスク分析ツール
「ENCORE（注）」を活用し、セクター別に自然資本からの恩
恵を享受している度合い（依存度）と自然資本の状態を変
化させている度合い（影響度）について評価を実施しまし
た。

この分析においては「相対的に依存度・影響度が大きい
セクター」は、自動車・輸送機、建設・資材等、「相対的に保
有残高が大きいセクター」として電機・精密、商社・卸売
等が該当する結果となりました。今後これらのセクターに
属する企業を中心に具体的な分析を行なうとともに、自然
資本や生物多様性の保全への取組み・開示の高度化に向け
た対話を推進してまいります。

● 依存・影響の関係図

● 主な7業種における自然資本への依存・影響レベル評価

（注）ENCORE：国際金融業界団体「Natural Capital Finance All iance（NCFA）」等が民間企業の自然への依存や影響の大きさを把握することを
目的に開発したオンライン分析ツール

自然資本への影響度小 大

銀行

小売

情報通信・サービスその他

電機・精密

商社・卸売

エネルギー資源 不動産

運輸・物流

素材・化学

機械
電力・ガス

鉄鋼・非鉄

建設・資材

食品　
自動車・輸送機

医薬品
素材・化学

材相対的に保有残高が大きいセクター
（電機・精密、商社・卸売）

相対的に依存度・影響度が高いセクター
（自動車・輸送機、素材・化学、食品、建設・資材、機械）

自
然
資
本
へ
の
依
存
度

大

小

〈円の大きさ〉
当社保有残高の大小

あわせて、上記で抽出した主な7業種について、各業種において重要な自然資本を抽出し依存・影響のレベルを評価して
います。評価結果をふまえ、個別企業との対話により認識を共有し、今後の課題解決に向けた取組みを推進してまいります。

小← →大

業種区分 地下水 地表水 希釈機能 気候抑制 水質 水量調節 洪水・暴風抑制 浸食防止 騒音・光害抑制
機械

建設・資材
自動車・輸送機
商社・卸売
食品

素材・化学
電機・精密

業種区分 水利用 陸上生態系 淡水生態系 GHG排出 大気汚染 水質汚染 土壌汚染 固形廃棄物 生活妨害
機械

建設・資材
自動車・輸送機
商社・卸売
食品

素材・化学
電機・精密

依存

影響

自然関連の依存・影響の分析：ＴＮＦＤ
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脱炭素社会の実現に貢献するため、事業者・機関投資家の双方の立場から排出するCO₂排出量を2050年度までにネット
ゼロとする削減目標および2030年度の中間目標を設定しております。

事業者としては、Scope1・2のCO₂排出量のうち約8割
が事業活動で使用する電力由来であることをふまえ、
主要な本社機能が入居するビル3棟（明治安田生命ビル
（明治生命館含む）、明治安田生命新東陽町ビルおよび明治
安田生命事務センタービル）をはじめ、保有不動産において
使用する電力の再生可能エネルギー化を推進しています。
加えて、保有不動産における照明器具のLED化や空調

設備等の高効率化など自社における省エネルギーの取組み
を推進しています。
このほかにも、全国の営業拠点を対象に、長期修繕等の

改修時期にあわせて、ZEB Ready水準を満たす建築物へ
の切り替えや環境に配慮した社用リース車の積極的な導入
を進めます。
これらの取組みの効果を勘案し、事業者としての2030年度

の中間目標（Scope1・2）を△50％から△67％に引き上げ
ました。
機関投資家としては、脱炭素に貢献するESG投融資や

投融資先との対話を継続的に実施し、2030年△50％の
実現を推進してまいります。

● 排出量ネットゼロへのロードマップ

事
業
者

機
関
投
資
家

排
出
量
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

Scope1・2

Scope3（カテゴリー15）

Scope3（カテゴリー1、3、4、5、6、7）

▶ LED化等の省エネルギーの取組みや再生可能エネルギーの導入
▶ 営業拠点をZEB Ready水準を満たす建築物に切り替え
▶ ペーパーレスや物流の効率化、環境に配慮した社用リース車の導入

▶ 使用電力の100％再生可能エネルギー化
▶ 新技術・イノベーションの活用
▶ 植林やクレジット取引等によるカーボンオフセットの研究

事業者としてのScope1、2、3削減に向けた取組み

▶ 責任投資における重要取組テーマの一つに「脱炭素社会の実現」を設定し、投融資ポートフォリオの脱炭素化を推進
▶ 脱炭素ファイナンスを約5,700億円（2021‐2023年度）実行（対目標190％）し、継続的に投融資を拡大
▶ 当社独自で設定したESG融資フレームワーク（MYサステイナブルファイナンス）を活用し、企業の脱炭素の取組みを後押し
▶ 海外を含めたグリーンボンド、トランジションファイナンスへの投資を通じた脱炭素への移行の支援
▶ CO₂排出量の多い投融資先との対話を通じた排出量削減目標の水準、達成蓋然性を確認し、個別の企業に応じた改善策を提示
▶ 対話実施後の各企業における取組進捗状況のマイルストーン管理により、着実な効果の実現を促進
▶ GFANZ、AOA、PRI等の国際的イニシアティブへの加盟を通じた意見発信

機関投資家としての取組み
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経営基盤拡充戦略 サステイナビリティ経営の推進　環境保全・気候変動への対応(ＴＣＦＤ・ＴＮＦＤ）
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事業者・機関投資家の双方の立場から排出するCO₂排出量をモニタリングし、取組みの進捗状況を把握しています。
なお、事業者について、本社ビル等の使用電力の再生可能エネルギー導入が進んだことにより、2030年度のScope1・2の
削減目標を△67％に引き上げました。

（注1）Scope1は、当社での燃料の使用等による直接排出。Scope2は、当社で購入した電気の使用等による間接排出。対象範囲は、当社、国内の連結子会社の明治安田損害保険株式
会社、明治安田アセットマネジメント株式会社および明治安田システム・テクノロジー株式会社ならびに米国のスタンコープ・ファイナンシャル・グループ株式会社。スタンコー
プ社分については推計値

（注2）Scope3は、サプライチェーンにおける他社の間接排出。重要性等に鑑み、6つのカテゴリー（1,3,4,5,6,7）に限定して算出しており、カテゴリー 15（投資）は「投融資先による排出」
として、別途管理

（注3）対象は、国内上場企業の株式・社債・融資
（注4）機関投資家は、2024年4月22日時点で取得可能な2022年度実績のデータにより算出
（注5）事業者および機関投資家としてのCO₂排出量実績・計画は、算出基準や対象範囲の変更、投融資先の情報開示や計画の変更等により変動することがあります

2023年度実績 2030年度目標 2050年度目標

Scope1・2（注1） △52％ △67％ △100％
排出量

ネットゼロを実現Scope3（注2） △27％ △40％

2022年度実績 2030年度目標 2050年度目標

投融資先
からの排出

（Scope1・2）
（注3）（注4）

△46％ △50％
△100％
排出量

ネットゼロを実現

● 事業者としてのCO₂排出量
（いずれも2013年度比。Scope1・2は当社グループ、Scope3は明治安田単体）

● 再生可能エネルギー導入比率
目標：2040年度までに国内において使用する電力を100%再生可能エネルギー化（2023年度実績：28%）

● 機関投資家としてのCO₂排出量
（いずれも2013年度比。明治安田単体）

自然環境保護・生物多様性の保全に向けた取組み

●「明治安田×Ｊリーグの森～未来をつむぐ森～」

人々の暮らしを支え、豊かな恵みをもたらす日本の
森林を未来世代につないでいくため、Ｊリーグとの協働
で森林を再生・保全する取組みを行なっています。まず
は神奈川県と山梨県の2ヵ所で開始し、今後、活動地域
を広げていく予
定です。

●プラスチックの排出抑制、再資源化等の取組み

事業活動におけるプラスチック製品の使用を抑制す
るとともに、環境配慮型什器の導入などのプラスチッ
クの再資源化に寄与する取組みを推進しています。

山梨県での植樹イベントの様子
再生可能な紙製など環境に配慮した

素材を使用したファイル
海洋プラスチックごみ再生樹脂を

使用したオフィスチェア

（注5） （注5）

取組みの詳細は当社ホームページに開示しています。
https://www.meijiyasuda.co.jp/profile/society/environment.html
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